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３ 電気事業
（１）経営目標

＜水力発電事業＞

① 水力発電事業の民間譲渡

水力発電事業の役割である再生可能な純国産のクリーンエネルギーの供給や、

地域貢献の取組を官民の適正な役割分担のもと、将来にわたって持続可能なもの

とするため、民間事業者への譲渡を円滑に進めます。

② 安全・安定運転の取組

水力発電による電力の安定的な供給を維持するため、施設の適切な維持管理を

行います。

③ 計画的な施設改良（改修）の推進

電力供給を長期継続するための計画的な設備改修や譲渡に必要な設備改修を

行います。

＜ＲＤＦ焼却・発電事業＞

① 新たな運営主体への移管

・ 水力発電事業の譲渡後の運営主体については、平成２８年度までは、企業庁が

引き続き、任意適用事業として運営することとし、企業庁で運営するための

様々な課題解決に向け検討します。

・ ＲＤＦ運営協議会で決定したＲＤＦ処理料金の段階的な引き上げなどにより、

収支の改善をはかり、健全経営のもとで安定的に事業運営を行います。

② 安全・安定運転の取組

・ 焼却・発電施設及び貯蔵施設の各運転管理業務受託事業者と企業庁が緊密な

連携のもと一体となって発電所の管理に努め、安全・安定運用を行っていきま

す。

（２）経営目標達成に向けた取組

＜水力発電事業＞

① 事業の民間譲渡への取組

【課題】

譲渡先である中部電力㈱と締結した「三重県企業庁水力発電事業の譲渡・譲受に

向けての確認書」に基づき、ＰＣＢ含有大型変圧器の取替などの設備改修を計画的

に実施するとともに、用地・権利の整理を行うなど、譲渡までに県が実施すること

となっている課題の解決をはかり、平成２４年度末から平成２６年度末の段階的な譲

渡を円滑に進める必要があります。

また、中部電力㈱が実施する運転監視システムの整備に協力するとともに、地

域貢献への対応、設備や用地などについて、確実に引き継ぎを行う必要がありま

す。
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【取組】

・ 地球温暖化防止に役立つクリーンな水力発電による電力を「安全・安定」して

確保するため、定期的な点検や計画的な設備改修を行うとともに、ダム操作規

程などを遵守した安全なダム運用を行います。

・ 発電運用にあたっては、天候や出水状況に応じた効率的な運用を行うととも

に、発電停止を伴う点検作業などを短期間に集中して実施します。また、これ

らに併せ、地域や他の利水者にも配慮した水運用を行います。

③ 計画的な施設改良（改修）の推進

【課題】

「安全・安定」な事業運営を継続するため、計画的な改修が必要です。

【取組】

・ 安全・安定な電力供給を継続するため、計画的な設備改修を実施します。

・ 経年劣化が進み故障停止の原因となる恐れがある設備の改修や、将来予想さ

れる大規模地震の被害を最小限に抑えるための対策を優先して実施します。

・ 事業譲渡に関連して、中部電力㈱と技術仕様などの協議を行い、必要な改修

を実施します。

ア 平成２６年度までの施設改良（改修）計画目的別事業費※ （単位：百万円）

年度

施設区分

Ｈ１９

～Ｈ２２
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

Ｈ２３

～Ｈ２６

耐震化対策 ６８ １１ ７ ０ ０ １８

老朽化対策 １，１８４ ３２４ １，０７８ ９２４ ７２８ ３，０５４

合 計 １，２５２ ３３５ １，０８５ ９２４ ７２８ ３，０７２

イ 発電所別事業費※ （単位：百万円）

年度

発電所

Ｈ１９

～Ｈ２２
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

Ｈ２３

～Ｈ２６

宮川第一 ８９ １４ ３４４ ２１２ ０ ５７０

宮川第二 ８０ ３０ ３６９ １９０ ０ ５８９

宮川第三 ２９１ ４０ ０ ０ １０５ １４５

長 １９９ ０ ０ ０ ０ ０

三瀬谷 ３６９ １５５ １５ １６５ ０ ３３５

青蓮寺 １４ ６８ １ ０ ０ ６９

大和谷 ６３ ２５ ７３ １３９ ０ ２３７

蓮 ３２ ０ １７６ １ ０ １７７

青田 ９０ ３ ０ ２１７ ６２３ ８４３

比奈知 １５ ０ ３９ ０ ０ ３９

共通（その他） １０ ０ ６８ ０ ０ ６８

合 計 １，２５２ ３３５ １，０８５ ９２４ ７２８ ３，０７２

※ ４年間（平成１９年度～２２年度）の事業費について、平成２１年度までは決算ベースの実績を、平
成２２年度は現時点（最終補正予算ベース）の見込を、合わせ計上しています。

本計画期間中の事業費について、水力発電事業の段階的譲渡における発電所の譲渡時期が決
定したことから、見直しを行っています。
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＜ＲＤＦ焼却・発電事業＞

① 事業の新たな運営主体への移管の取組

【課題】

水力発電事業の譲渡後の運営主体については、平成２８年度までは、企業庁が

引き続き任意適用事業としてＲＤＦ焼却・発電事業を運営することとし、企業庁

で運営するための様々な課題について検討を行う必要があります。

（様々な課題）

・ 一般会計から公営企業への支出について、法令上（公営企業法等）の整理

・ 環境生活部と企業庁がＲＤＦ焼却・発電事業を一体となって進めるための

運営体制の整理

・ 電気事業会計の清算手法及び新会計の開始手法の整理

【取組】

ア 基本的な考え方

水力発電事業の譲渡後の運営主体については、平成２８年度までは、企業庁

が引き続き任意適用事業としてＲＤＦ焼却・発電事業を運営することとしてい

ます。

イ 具体的推進方法

水力発電事業譲渡後の運営主体について、関係部局と連携して協議を進め、

企業庁が運営していくための課題の解決をはかります。

【スケジュール】

② 安全・安定運転の取組

【課題】

ＲＤＦ焼却・発電事業では、平成１５年８月の貯蔵槽爆発事故からの運転再開後

は、安全・安定に運転を継続しており、今後も、安全・安定運転を確実に行って

いく必要があります。

【取組】

新たな運営主体へ移管するまでの間については、以下の項目に取り組むこと

により、施設の安全・安定運転を確保します。

ア ＲＤＦ製造施設との連携

市町のＲＤＦ製造施設との緊密な連携のもとに、日常的なＲＤＦの品質管理

年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

内
容

課題の整理・検討

水力発電事業譲渡後の運営体制の整備等
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や搬入量の調整により施設の安全・安定運用を行います。

イ 関係部局との連携

廃棄物処理政策を所管する環境生活部等との緊密な連携のもとに、ＲＤＦの

適正な貯蔵管理や品質管理に努めます。また、県全体として安全・安定運転

に取り組むため、「ごみ固形燃料発電所安全運転調整会議」※１においてＲＤＦ

焼却・発電事業に関わる関係部局間の情報共有や連絡調整などを行います。

ウ 受託事業者との連携

ＲＤＦ焼却・発電施設、ＲＤＦ貯蔵施設それぞれの受託者との情報共有や各受

託者間の連絡調整を適切に行うことにより、施設全体の安全で安定した運営

に努めます。また、施設の管理運営の状況や課題などについては、学識経験

者、関係市町の住民や職員などで構成する「三重ごみ固形燃料発電所安全管

理会議」※２、同技術部会に報告し、そのご意見を踏まえて適切に取り組みま

す。

エ 地域との連携と情報共有

発電所の運転状況や点検結果、トラブルへの対応と再発防止対策など施設

の運営状況について、定期的に「三重ごみ固形燃料発電所安全管理会議」や地

域連絡会議において報告し、地域の住民や自治会の代表の方などからご意見

をいただき、施設の運営などに反映します。また、発電所だよりやホームペ

ージなどにより適宜適切に情報提供を行うことにより、地域の方々との情報

共有や地域と連携した施設の運営を進めます。

＜参 考＞
※１ ごみ固形燃料発電所安全運転調整会議

県関係部局が、発電所の運転状況などについて情報共有・緊密な連携を確保することによ
り、発電所の安全かつ安定的な運転に資することを目的としています。

※２ 三重ごみ固形燃料発電所安全管理会議
発電所の安全確保及び環境保全に資するため、ＲＤＦの適正な管理、発電所の運転・維持管

理などに関することについて調査、検討し、企業庁長に必要な意見を述べることを目的と
しています。
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（３）今後４年間の取組目標

今後４年間に取り組む目標を明確にするため、成果指標を用いた数値目標を設

定し、毎年度、進捗管理を行うことにより、着実に計画を推進します。

①水力発電事業
【第２次中期経営計画の「経営目標」を達成するための成果指標】

経営

目標

指 標

（単位）
主な成果（目的）

Ｈ２２末
（現状値）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
Ｈ２６

（目標値）

①民間

譲渡

水力発電事業

譲渡（年度）

目標年度までの円滑

な譲渡
－ －

平成２４年

度末第１

段階譲渡

平成２５年

度末第２

段階譲渡

平成２６年

度 末 第 ３

段階譲渡

②安全・安

定 運 転 の

取組

③ 計 画 的

な 施 設 改

良（改修）

の推進

発電施設の耐

震化率（％）

主要施設の耐震化が

計画的に実施され、

電気が安定的に供給

出来る状態であること

９６．７ ９７．８ ９８．９ １００ １００

設備の更新率

（％）

設備の老朽化対策が

計画的に実施され、

電気が安定的に供給

出来る状態であること

－ ３０．４ ４２．９ ６６．１ １００

溢水電力量

（千ｋＷｈ）

効率的な発電運用と

維持管理により、安定

的に電力が供給され

ていること

６，０００

以下

６，０００

以下

３３，５００

以下

３４，０００

以下

３０，４００

以下

供給電力量

（千ｋＷｈ）

電力が安定的に供給

されていること（クリー

ンエネルギーの確保）
３１３，４９１ ２９６，６２３ ２６０，４９５ ２４６，４７２ ７８，３３１

発 電 に よ る

ＣＯ２削減量

(千ｔ－ＣＯ２）

地球温暖化防止への

貢献度を示す
２２９ ２１７ １９０ １８０ ５７

供給支障件数

（件）

電力が安定的に供給

されていること
０ ０ ０ ０ ０

〔指標の説明〕
・ 水力発電事業譲渡

平成２４年度末から平成２６年度末の段階的な譲渡目標年度までに各発電所等の円滑な譲渡
が完了するとともに、基本的な譲渡条件が守られることで達成される指標。

・ 発電施設の耐震化率
企業庁が管理する主要施設（９１施設）のうち、計画的に耐震化する主要施設の割合。（平成

２５年度までに全て完成予定。）

・ 設備の更新率
４年間（平成２３年度～平成２６年度）で更新する設備（５６設備）のうち、計画的に更新する割合。

・ 溢水電力量
発電機を停止しなければ発電できたであろう年間電力量。作業停止、故障停止を少なくす

るなど、効率的な維持管理、発電運用を行うことで達成される指標。

・ 供給電力量
中部電力㈱に供給する年間の電力量。降雨などの自然条件によるところが大きいため、過

去３０年間の供給電力量の実績を基に算出。

・ 発電によるＣＯ２削減量
発電した電力を供給することにより削減できたＣＯ２の量。

・ 供給支障件数

電気関係報告規則第３条第２項の表第１０号に規定される供給支障事故（一般電気事業者等に
供給支障を発生させた事故）の件数。
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（単位：百万円）
平成２２年度

（決算）
平成２３年度

（決算）
平成２４年度
（補正後予算）

平成２５年度
（当初予算）

平成２６年度

2,400 2,019 2,660 2,746 1,871

816 855 972 1,270 1,026
13 9 40 6 6
- - - - -

3,229 2,883 3,672 4,022 2,903
1,929 2,160 2,550 2,650 1,806
1,042 995 984 1,256 921
182 154 131 105 62
59 - - - -

3,212 3,309 3,665 4,012 2,789
18 △425 7 12 115

2,225 2,650 2,643 2,631 2,516

- - - - -

- - - 1,124 2,730
47 34 25 13 -

163 - - - -
210 34 25 1,137 2,730
11 93 721 442 -

554 502 507 947 1,035
565 595 1,228 1,389 1,035

△355 △561 △1,202 △253 1,695

2,399 2,727 2,478 1,920 1,998

18 △425 7 12 115
665 737 638 318 86

△355 △561 △1,202 △253 1,695
328 △249 △557 77 1,896

2,727 2,478 1,920 1,998 3,894

・四捨五入のため合計が合わない場合があります。

・平成２５年度は当初予算額にＲＤＦ焼却・発電事業に係る売電料金契約額を反映させた見込額です。

企業債

資
本
的
収
支

資
金
収
支

前年度末内部留保資金
純利益
当年度分損益勘定留保資金等

資本的収支不足額
単年度資金収支

区分

営業費用

営業外費用

費用計

営業収益
附帯事業収益

特別利益
営業外収益

附帯事業費用

収入計
収
益
的
収
支

純利益

特別損失

その他収入
収入計

建設改良費

当年度末未処理欠損金

償還金

当年度末内部留保資金

固定資産売却代金

支出計

資本的収支不足額

長期貸付金償還金

（注）・収益的収支は税抜き。資本的収支は税込み。

②ＲＤＦ焼却・発電事業

【第２次中期経営計画の「経営目標」を達成するための成果指標】

〔指標の説明〕
・ ＲＤＦ外部処理委託量

県内で製造されたＲＤＦを発電所で焼却せず、外部処理した量。発電機の法定点検（４年ごと）
の際に必ず必要となる外部処理委託量は除きます。

・ ＲＤＦ１ｔ当たりの発電量

ＲＤＦ１ｔ焼却当たりの発電量。（発電電力量／ＲＤＦ処理量）
故障停止を少なくするなど効率的な維持管理、発電運用などを行うことで達成される指標。
過去４年間の実績を基に算出。

（４）収支計画

経営

目標

指 標

（単位）
主な成果（目的）

Ｈ２２末
（現状値）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
Ｈ２６

（目標値）

②安全

・安定

運転

ＲＤＦ外部処理

委託量（ｔ）
発電所の安定稼動 ０ ０ ０ ０ ０

ＲＤＦ１ｔ当たり

の発電量

（ｋＷｈ／ｔ）

電力が安全・安定供給さ

れていること（廃棄物エネ

ルギーの有効活用）
１，２９７ １，３０５ １，３０５ １，３０５ １，３０５
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（参考：ＲＤＦ焼却・発電事業） （単位：百万円）
平成２２年度

（決算）
平成２３年度

（決算）
平成２４年度
（補正後予算）

平成２５年度
（当初予算）

平成２６年度

816 855 972 1,270 1,026

- - - - -
- - - - -

816 856 972 1,270 1,026
1,042 995 984 1,256 921

1 - - 4 4
- - - - -

1,042 995 984 1,260 925
△226 △139 △12 10 101

区分

附帯事業費用

特別損失

収
益
的
収
支

附帯事業収益
営業外収益
特別利益

収入計

費用計

営業外費用

純利益

（参考：水力発電事業） （単位：百万円）
平成２２年度

（決算）
平成２３年度

（決算）
平成２４年度
（補正後予算）

平成２５年度
（当初予算）

平成２６年度

2,400 2,019 2,660 2,746 1,871

13 9 40 6 6
- - - - -

2,413 2,028 2,700 2,753 1,877
1,929 2,160 2,550 2,650 1,806
181 154 131 101 58
59 - - - -

2,168 2,314 2,681 2,752 1,864
244 △286 19 1 14純利益

区分

収
益
的
収
支

営業収益
営業外収益
特別利益

収入計
営業費用
営業外費用
特別損失

費用計

① 収益的収支

・ 収入について、平成２３年度は、水力発電の電力料などで約２０億円、ＲＤＦ

焼却・発電の電力料及びＲＤＦ処理受託料などで約９億円、電気事業全体として

は約２９億円となりました。平成２４年度以降は、水力発電事業で段階的な譲渡

を行うことから約１９億円～２８億円、ＲＤＦ焼却・発電事業で、再生可能エネ

ルギー固定価格買取制度の適用などに伴い約１０億円～１３億円、電気事業全体

としては約３０億円～４０億円を見込んでいます。

・ 費用について、平成２３年度は水力発電事業で約２３億円、ＲＤＦ焼却・発電事業

で約１０億円、電気事業全体としては約３３億円となりました。平成２４年度以降

は水力発電事業で約１９億円～２８億円、ＲＤＦ焼却・発電事業で約９億円～

１３億円、電気事業全体としては約２８億円～４０億円を見込んでいます。

・ 収益的収支について、平成２３年度は水力発電事業で約３億円、ＲＤＦ焼却・発

電事業で約１億円、電気事業全体としては約４億円の純損失となりました。平成

２４年度及び２５年度は電気事業全体で収支はほぼ均衡する見込みですが、平成

２６年度は約１億円の純利益となる見込みです。

① 資本的収支

・ 収入について、平成２３年度及び２４年度は長期貸付金償還金で約３千万円とな

る見込みですが、平成２５年度以降は水力発電事業の段階的譲渡に伴う固定資産

売却代金などで約１１億円～２７億円となる見込みです。

・ 支出について、平成２３年度は約６億円となりました。平成２４年度は主要変圧

器の取替工事などで約１２億円を、平成２５年度以降は水力発電事業の段階的譲

渡に伴う企業債の繰上償還などで約１０億円～１４億円を見込んでいます。

・ 資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金などにより補填していきます。
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一部見直し〔H25.4〕

（参考：水力発電事業） （単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

発行額 - - - - -
償還額 497 495 501 799 941
年度末残高 3,589 3,094 2,593 1,794 853
うち高金利企業債 1,252 973 694 413 13

区分

企業債

（参考：ＲＤＦ焼却・発電事業） （単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

発行額 - - - - -
償還額 7 7 6 4 4
年度末残高 25 18 12 8 4
うち高金利企業債 - - - - -

区分

企業債

（単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

発行額 - - - - -
償還額 504 502 507 803 945
年度末残高 3,614 3,112 2,606 1,802 857
うち高金利企業債 1,252 973 694 413 13

（注）高金利企業債は年利５．０％以上のものを計上。

区分

企業債

③ 資金収支

・ 資金収支については、平成２４年度までは単年度赤字となりますが、水力発電

事業の段階的譲渡に伴い、平成２５年度以降は黒字となる見込みで、平成２６年

度末の内部留保資金については約３９億円を見込んでいます。

（５）長期債務償還計画

・ 水力発電事業の段階的譲渡に伴う企業債の繰上償還により、平成２６年度末の

企業債残高は約９億円となる見込みです。

【長期債務残高】

49






